
 

令 和 ８ 年 度 

 

 

 

 

予算の概要説明書 
 

 

 

 

 

 

 

神崎郡市川町 
 



 



令和８年度予算編成について 

 

１．はじめに 

我が国の経済は、賃上げ率が２年連続で５％を上回るなど、「デフレ・コストカット型経

済」から、その先にある新たな「成長型経済」に移行する段階まで来ています。しかしな

がら、足元の景気は緩やかに回復しているものの潜在成長力は伸び悩み、賃金の伸びは物

価上昇に追いつかず、食料品を中心とした価格上昇により個人消費は力強さを欠いている

現状です。 

こうした現状に対し、国は生活の安全保障・物価高への対応、危機管理投資・成長投資

による「強い経済」の実現、防衛力と外交力の強化を３つの柱とする「「強い経済」を実現

する総合経済対策」を策定しました。その裏付けとなる令和７年度補正予算の成立を受け、

できる限り速やかに関連する施策を実行する。その上で令和８年度予算編成に取り組み、

切れ目のない経済財政運営を行うとしています。 

また、令和８年度の地方財政への対応に当たっては、物価高騰が続くとともに、社会保

障関係費や人件費の増加等が見込まれる中、地方公共団体が様々な行政課題に対応しなが

ら行政サービスを安定的に提供できるよう、財政運営を行うために必要となる一般財源総

額について、経済・物価動向等を適切に反映し、令和７年度地方財政計画の水準を下回ら

ないよう実質的に同水準を確保することを基本として地方財政対策を講ずるとしています。

今後、様々な制度などが見直されることが予想され、引き続き、国や県の動向に注視して

いく必要があります。 

 

２．市川町の財政状況と財政収支見通し 

本町の財政収支見通しについては、過疎地域に指定されたことにより、令和 12年度まで

は有利な財政措置（過疎対策事業債等）を受けられるものの、納税人口の減少等により町

税の伸びは期待できない一方、現在進めている特定環境保全公共下水道事業、小中学校を

はじめとする各公共施設及び道路・橋梁等社会基盤インフラの老朽化対策事業、郡内３町

で整備を行うごみ処理施設及び中播消防署本署・北部出張所の建設などの大規模な投資的

事業の実施に伴う町債残高の大幅な増に加え、急激な物価高に伴う建設費の高騰、社会保
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障関連経費の更なる増加など、中長期的にも厳しい財政状況が続くことが見込まれます。 

一方で、人口の減少抑制対策や地域活性化対策など地方創生事業の推進、また、物価高

騰対策、行政のデジタル化への対応に向けた取り組みなども推進していく必要があり、財

政健全化の実現に向けた中長期財政計画に基づき、より一層事業の優先順位付けと既存事

業の見直しを徹底し、将来にわたり持続可能な財政構造を目指していきます。 

 

３．予算編成の基本方針 

予算編成に当たっては、上記の状況を踏まえ持続可能な財政運営に努める姿勢を堅持し

つつ、厳しい財政状況の中で限られた財源を有効に活用するため行財政改革に取り組む一

方、国が推進する物価高騰対策など様々な行政課題に対応しつつ、新たな「市川町総合計

画」及び「まち・ひと・しごと創生総合戦略」等に基づく地方創生事業、各公共施設等の

老朽化対策事業、特定環境保全公共下水道事業、国が掲げるＤＸ推進施策の重点事項の一

つである自治体情報システム標準化関連事業などの重点施策をはじめ、住民の利便性を増

進する施策に対し優先的に予算配分しながら、「キラリと輝く市川町」の実現に向けた予算

編成としました。 

 

《 本年度、新総合戦略等で重点的に推進する事業 》 

◎稼げる地域産業をつくる 

・ふるさと産品創出・強化支援事業 

 ・まちの情報デジタル発信事業 

 ・農業総合対策事業（物価高騰対策他） 

 ・移動式情報発信拠点事業 

◎人が集い関わり続けるまち 

 ・若者向け住宅取得支援事業 

 ・宅地開発支援事業 

 ・地域づくり応援交付金事業 
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◎子育て・教育で選ばれるまち 

・市川子育て応援事業（ひまりんすこやか応援便） 

・学校給食費無償化事業 

・フリースクール等利用支援事業 

◎安心と快適を支えるまち 

 ・特定環境保全公共下水道事業 

 ・空き家等除却支援事業 

 ・公共交通運営事業 

 ◎その他重点事業 

・物価高騰対応重点支援事業 

・自治体情報システム標準化関連事業 

 ・次期ごみ処理施設整備事業 

 ・中播消防署本署整備事業 

・各公共施設等改修事業（小・中学校、保健福祉センター） 

・道路改良、橋梁補修事業 

 

４．各会計の予算規模 

   

一 般 会 計 8,227,346 千円 

学 校 給 食 特 別 会 計 153,088 千円 

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 1,423,352 千円 

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 1,499,263 千円 

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 269,451 千円 

下 水 道 事 業 会 計 1,259,764 千円 

水 道 事 業 会 計 945,650 千円 

土 地 開 発 事 業 会 計 8,881 千円 

総      額 13,786,795 千円 
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予算規模につきましては、当初予算総額が 13,786,795千円(対前年度比 5.6％減)で、前

年度当初予算総額に対し 813,363千円の減額となっております。 

 内訳については、一般会計が 8,227,346 千円(対前年度比 3.5％増)で、前年度に対し

278,052 千円の増額となっております。これは主に、物価高騰対策に伴う物価高騰対応重

点支援地方創生臨時交付金事業費(地域商品券外）、障害者介護サービス給付費などの社会

保障費、人件費、公債費、また、次期ごみ処理施設整備事業負担金などが増加したことに

よるものです。 

本年度、歳出に対する収入の不足額は 281,145千円(対前年度比 42.3％増)で、財政調整

基金を取り崩して対応しております。 

 特別会計、事業会計におきましては、学校給食特別会計は 153,088 千円(対前年度比

12.6％減)で、主に施設改修事業費の減により前年度に対し 21,984 千円の減額、国民健康

保険特別会計は 1,423,352 千円(対前年度比 2.6％増)で、主に保険給付費、国民健康保険

事業費納付金等の増により 36,729千円の増額、介護保険事業特別会計は 1,499,263千円(対

前年度比 1.0％増)で、主に介護サービス給付費等の増により 14,670 千円の増額、後期高

齢者医療特別会計は 269,451千円(対前年度比 10.3％増)で、主に後期高齢者医療広域連合

納付金の増により25,240千円の増額、下水道事業会計は1,259,764千円(対前年度比44.2％

減)で、主に特定環境保全公共下水道事業南部処理区にかかる面整備工事等の減により

996,852 千円の減額、水道事業会計は 945,650 千円(対前年度比 14.0％減)で、主に企業債

償還金及び下水道工事に伴う配水管布設替工事費等の減により 154,175 千円の減額、土地

開発事業会計は 8,881 千円(対前年度比 126.3％増)で、主に土地造成事業費等の増により

4,957千円の増額となっています。 

 各会計の詳細な内容については、次のとおりです。 
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一   般   会   計 

歳  入 

１．町  税 

    本年度の税収は、納税義務者の減少及び税制改正等に伴い、前年度当初予算より

5,816千円減、町税総額 1,198,958千円(対前年度比 0.5％減)を計上しております。 

    町民税個人分は、税改正等により 5,892千円減の 464,327千円(対前年度比 1.3％

減)を計上しております。 

    町民税法人分は、法人税割の増により 476千円増の 49,114千円(対前年度比 1.0％

増)を計上しております。 

    町民税総額は、513,441千円(対前年度比 1.0％減)で、前年度より 5,416千円の減

となっております。 

    固定資産税について、土地は主に地価の下落により 439千円減の 143,081千円(対

前年度比 0.3％減)、家屋は新増築分の増により 5,146千円増の 325,811千円（対前

年度比 1.6％増）、償却資産は設備投資の減等により 3,409千円減の 129,675千円(対

前年度比 2.6％減)、また、滞納繰越分は 2,403千円を計上しております。国有資産

等所在市町村交付金及び納付金は県営住宅分 402千円と生野ダム管理用施設分 21千

円、合計 423千円を計上しております。 

固定資産税総額は 601,393 千円(対前年度比 0.1％増)で、前年度より 444 千円の

増となっています。 

    軽自動車税は、環境性能割課税の廃止に伴い 1,419千円減の 46,899千円（対前年

度 2.9％減）を計上しております。ただし、令和 8 年 2 月分及び 3 月分の環境性能

割が令和 8 年度に納入されるため、旧法による税として、325 千円を計上しており

ます。 

    町たばこ税については、販売本数は減少傾向ですが、加熱式たばこに係る課税方

式の見直しに伴い、前年度と同額の 32,400千円を計上しております。 

    入湯税については、前年度の収入見込みを勘案して 250千円増の 4,500千円(対前

年度比 5.9％増)を計上しており、観光振興施策に活用いたします。 
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２．地方譲与税 

地方揮発油譲与税及び自動車重量譲与税は、国が徴収した地方揮発油税及び自動

車重量税が、市町村道の延長及び面積に応じて譲与されるもので、ガソリン税の暫

定税率廃止に伴い、本年度の収入見込額合計は 59,800千円(対前年度比 3.5％減)で、

地方財政計画に基づいて計上しております。 

また、森林環境譲与税は、徴収された森林環境税の総額が、私有林等の面積や林

業就業者数、市町人口に応じて譲与されるもので、本年度の収入見込み額 19,771千

円（対前年度比 7.5％増）を地方財政計画に基づいて計上しております。 

３．法人事業税交付金 

  法人事業税交付金は、地方法人特別税・譲与税制度の廃止に伴う市町村分の法人

住民税法人税割の減収分の補てん措置として、法人事業税の一部が都道府県から市

町村に交付されるもので、本年度の収入見込額 22,000 千円(対前年度比 10.0％増)

を県の所要見込みに基づいて計上しております。 

４．利子割交付金 

県が徴収する県民税利子割のうち、個人にかかる利子割額の一定割合分が、過去

3 か年の県の個人県民税に占める、市町村における個人県民税の割合の平均の率を

乗じて得た額で交付されるもので、本年度は、3,000 千円(対前年度比 50.0％増)を

県の所要見込みに基づいて計上しております。 

   ５．配当割交付金 

県が徴収する県民税配当割のうち一定割合分が、過去 3 か年の県の個人県民税に

占める、市町村における個人県民税の割合の平均の率を乗じて得た額で交付される

もので、本年度は、10,000千円(対前年度比 11.1％増)を県の所要見込みに基づいて

計上しております。 

  ６．株式等譲渡所得割交付金 

県が徴収する株式等譲渡所得割のうち一定割合分が、過去 3 か年の県の個人県民

税に占める、市町村における個人県民税の割合の平均の率を乗じて得た額で交付さ

れるもので、本年度は、8,000 千円(対前年度比 14.3％増)を県の所要見込みに基づ

いて計上しております。 
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７．地方消費税交付金 

地方消費税交付金の収入見込額は、280,000 千円(対前年度比 3.7％増)で、国が

徴収する税額を人口及び従業者数に按分して交付されるもので、地方財政計画に基

づき計上しており、その内、消費税率の引き上げに伴う増収見込分(159,000 千円)

は、下記の社会保障施策(うち一般財源負担分)に活用いたします。 

・介護保険事業    60,000 千円 

・医療助成事業    10,000 千円 

・障害者福祉事業   80,000 千円 

・児童福祉事業     9,000 千円 

    計      159,000 千円 

８．ゴルフ場利用税交付金 

ゴルフ場利用税交付金の収入見込額は、8,000 千円(対前年度比 11.1％減)で、ゴ

ルフ場所在の市町村に対し、県が収納した当該ゴルフ場に係る利用税の 70％相当額

が交付されるもので、県の所要見込みに基づいて計上しております。 

９．環境性能割交付金 

自動車購入時に燃費性能に応じて課税されていました環境性能割の廃止に伴い、

環境性能割交付金は、県の所要見込みに基づき対前年度比皆減としております。 

１０．地方特例交付金 

地方特例交付金は、住宅借入金等特別税額控除による個人住民税の市町村の減収

分として 5,700 千円(対前年度比 1.7％減)を地方財政計画に基づいて計上しており

ます。また、ガソリン税の暫定税率及び環境性能割の廃止に伴う減収補てん措置と

して、自動車税減収補てん特例交付金 17,000千円、軽自動車税減収補てん特例交付

金 2,335 千円、地方揮発油譲与税減収補てん特例交付金 2,200 千円をそれぞれ計上

しております。 

１１．地方交付税 

地方交付税は、本町の一般財源の主要な部分を占める重要な財源であります。 

国における地方交付税は、前年度当初予算に比べ 6.5％増の 20兆 1,848億円とな

っています。 
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本町の普通交付税の収入見込額は、2,350,000千円(対前年度比 4.0％増)で、主な

要因としては、物価高の中で、道路や施設の改修等にかかる投資的経費や、庁舎等

の各公共施設の施設管理における委託料等の増加に対応した算定に加え、地方公務

員の給与改定に伴う人件費の増に対応する給与改善費が増加する見込みによるもの

です。 

特別交付税は、地域おこし協力隊員の増に加え、移住・定住対策に要する経費、

団体営による地籍調査事業費の増等により 210,000 千円(対前年度比 5.0％増)を見

込んでおり、地方交付税全体で 2,560,000 千円(対前年度比 4.1％増)を計上してお

ります。 

１２．交通安全対策特別交付金 

交通安全対策特別交付金の収入見込額は、1,200 千円(対前年度比増減なし)で、

交通反則金の収入額を市町村の交通安全施設整備事業の財源として交付されるもの

で、配分基準は市町村における過去 2 か年の交通事故（人身）の発生件数と人口密

集地区人口により配分されます。本年度も、前年度の収入見込みを勘案のうえ計上

しております。 

１３．分担金及び負担金 

負担金は、町が特定の事業を行う場合にその経費の一部を満たすため徴収するも

ので、老人福祉施設入所者費用徴収金のほか、こども園等の入所児童の利用者負担

金で、前年度より 1,718 千円減の 13,813 千円(対前年度比 11.1％減)を計上してお

ります。 

１４．使用料及び手数料 

使用料は、就業改善センター、町営住宅、道路占用料、法定外公共物、スポーツ

センター、文化センター及び公民館の使用料で 13,113千円(対前年度比 7.6％減)を

計上しております。 

手数料は、戸籍関係、諸証明、町税督促手数料、し尿処理及び最終処分場投棄手

数料等で 11,053千円(対前年度比 3.3％減)を計上しております。 

１５．国庫支出金 

国庫支出金は、主に障害者自立支援給付費負担金や障害児施設負担金のほか、物
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価高騰の影響を受けた生活者等の支援にかかる物価高騰対応重点支援地方創生臨時

交付金や道路改良事業にかかる社会資本整備総合交付金に加え、中学校の改修事業

にかかる学校施設環境改善交付金などの増により 176,432千円増の 812,857千円(対

前年度比 27.7％増)を計上しております。 

１６．県支出金 

県支出金は、主に参議院議員選挙費及び国勢調査の実施に伴う委託金などが減と

なるものの、ため池の点検、廃止事業にかかる農業水路等長寿命化・防災減災事業

補助金や農村地域防災減災事業補助金等をはじめ、地籍調査事業にかかる補助金及

び委託金、小学校児童の給食費の無償化にかかる学校給食費負担軽減交付金などの

増により90,685千円増の628,463千円(対前年度比16.9％増)を計上しております。 

１７．財産収入 

財産収入は、主に金利の上昇による各種基金利子の増により、前年度より 7,201

千円増の 13,682千円(対前年度比 111.1％増)を計上しております。 

１８．寄附金 

寄附金は、主に指定寄附金のふるさと市川応援寄附金の減見込みにより 53,965千

円減の 300,201千円(対前年度比 15.2％減)を計上しております。 

１９．繰入金 

繰入金は、654,940 千円(対前年度比 21.5％増)で、内訳は、特定健康診査、保健

指導についての執行委任として国民健康保険特別会計から 7,428 千円(対前年度比

20.3％増)、高齢者補聴器購入助成事業にかかる財源として介護保険事業特別会計か

ら 900 千円(対前年度比増減なし)、施策財源不足に対応するため財政調整基金を

281,145 千円(対前年度比 42.3％増)、森林整備促進事業にかかる財源として森林環

境譲与税基金を 5,047千円(対前年度比 14.7％増)取り崩しております。 

また、国際理解教育基金繰入金を 220千円(対前年度比増減なし)、ふるさと市川

応援基金繰入金を 360,000千円(対前年度比 12.5％増)、企業版ふるさと納税基金繰

入金 200千円(対前年度比 93.3％減)を計上しており、基金の設置の趣旨に沿った事

業に充当しております。 

 

- 10 -



２０．繰越金 

繰越金は、前年度剰余見込額 30,000千円を計上しております。 

２１．諸収入 

諸収入は、歳入区分が明瞭であって、収入がそれぞれの収入予算科目に組入れら

れる場合はそれに従うのが当然ですが、収入の性質によって、いずれの収入科目に

も組入れることができないものを諸収入に計上しております。 

町預金利子、住宅資金等貸付金元利収入、延滞金、加算金及び過料と、各種事業

に関連して収入される雑入及び国県支出金等の過年度精算交付金など 160,160 千円

(対前年度比 21.9％減)を計上しております。 

２２．町債 

町債は、公共施設等修繕事業、防災対策事業、過疎地域持続的発展特別事業、保

健福祉センター改修事業、浄化槽設置補助事業、次期ごみ処理施設整備事業、農地

等保全管理事業（県営事業ほ場整備、ため池改修等）、道路整備事業（橋梁補修、道

路改良等）、緊急浚渫推進事業、中播消防署本署整備事業、小・中学校改修事業の

12件で 1,391,100千円(対前年度比 8.1％減)を計上しております。 
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歳  出 

１. 人件費 

人件費は、議員及び各種委員報酬、特別職報酬、一般職給料、手当等、共済組合、

退職手当組合、県互助会の負担金、消防団員手当、消防団員退職報償金掛金等で、

普通会計総額 1,490,344 千円(対前年度比 5.5％増)を計上しており、前年度と比較

すると 77,308千円の増となっております。 

主な要因は、正規職員数の増に加え、人事院勧告に伴う給料改定や期末勤勉手当、

地域手当の支給率の増によるものです。 

普通会計の特別職、一般職の内訳につきましては、給与費明細書のとおりです。 

２. 物件費 

物件費は、施設の維持管理、事務事業等に要する経費で、普通会計の総額は

1,304,572 千円(対前年度比 5.4％減)を計上しており、前年度と比較すると 74,315

千円の減となっております。 

主な要因は、地籍調査事業の経費のほか、物価高騰や賃金の上昇に伴う委託料等

をはじめとする関連経費が増となったものの、ふるさと納税事業に要する経費、シ

ステム標準化関連経費、参議院議員選挙等の経費が減となったことによるものです。 

３. 維持補修費 

維持補修費は、庁舎、こども園、上瀬加最終処分場、小学校、文化センター、ス

ポーツセンターなどの補修に要する経費です。 

前年度と比較すると 7,311 千円減の 31,493 千円(対前年度比 18.8％減)を計上し

ております。 

４. 扶助費 

扶助費は、生活保護法、児童福祉法、障害者総合支援法等に基づいて、生活困窮

者その他社会福祉関係法の救助対象者を救助するための各種交付金です。 

本年度は、804,325千円(対前年度比 3.6％増)を計上しており、前年度と比較する

と 27,779千円の増となっております。 

主な要因は、児童措置費や児童手当費が減額となるものの、障害者介護サービス

や障害児福祉サービスの各給付費などの扶助費が増となったことによるものです。 
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内訳は、次のとおりです。 

・医療扶助費        87,853千円 (対前年度比  3.7％増) 

・社会福祉関係扶助費   448,015千円 (対前年度比  8.8％増) 

・児童福祉関係扶助費   263,443千円 (対前年度比  4.4％減) 

・教育関係扶助費      5,014千円 (対前年度比 12.5％増) 

     計        804,325千円 (対前年度比  3.6％増) 

５．補助費等 

補助費等は、各種謝金、保険料、負担金補助及び交付金、一部事務組合への負担

金等で、主なものは、後期高齢者医療費に係る負担金、中播北部行政事務組合、中

播衛生施設事務組合への負担金（内訳は別紙）、消防事務委託料、下水道事業会計補

助金及び各種団体への補助金などです。 

本年度は、普通会計総額で 1,558,526千円(対前年度比 9.1％増)を計上しており、

前年度と比較すると 129,557千円の増となっております。 

主な要因は、物価高騰対策生活者支援事業（地域商品券配布）や省エネ家電買替

購入支援事業をはじめとする物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業、若者

定住促進にかかる住宅取得奨励金支給事業のほか、下水道事業会計補助金、消防事

務委託料などの経費が増となったことによるものです。 

６. 公債費 

公債費は、普通会計総額で 751,418 千円(対前年度比 18.2％増)を計上しており、

前年度と比較すると 115,815千円の増となっております。 

主な要因は、過年度に実施した橋りょう補修事業や文化センター設備の改修事業、

また、次期ごみ処理施設整備事業の償還開始に加え、借入利率の上昇に伴う償還利

子の増によるものです。 

内訳は、次のとおりです。 

                                (単位 千円) 

会 計 名 元   金 
利   子 

（ ）内一時借入金 
計 

一 般 会 計 683,260 
 （2,000） 

68,158 
751,418 
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７. 積立金 

積立金は、各種基金の積立金で、161,988 千円(対前年度比 12.2％減)を計上して

おります。 

主な内訳は、ふるさと市川応援基金積立金 155,791 千円、企業版ふるさと納税基

金積立金 200千円、財政調整基金積立金 3,698千円、減債基金積立金 281千円、公

共施設等総合管理基金積立金 1,207千円、学校用地取得基金積立金 455千円となっ

ております。 

  ８．投資的経費 

投資的経費は、普通建設事業費と災害復旧事業費からなる、道路、橋梁、学校等

の建設や大規模改修など社会資本の整備に要する経費で、本年度は、普通会計総額

で 1,694,575千円(対前年度比 0.6％増)を計上しており、前年度と比較すると 9,389

千円の増となっております。 

    本年度予算化しております主な普通建設事業は、次のとおりです。 

        〇 防災行政無線システム直流電源装置更新事業 

    〇 保健福祉センター改修事業（設計） 

〇 次期ごみ処理施設整備事業 

○ 農業水路等長寿命化・防災減災事業（ため池廃止 3池、実施計画 1池） 

○ 農村地域防災減災事業（調査､計画策定 1池、ため池定期点検 13池） 

〇 水利施設等保全高度化事業（かんざき地区調査､計画策定） 

      ○ 県営事業負担金（屋形地区ほ場整備、屋形頭首工導水路改修等) 

    ○ リフレッシュパーク市川 第 6・第 7駐車場復旧事業 

    〇 道路メンテナンス事業（橋梁修繕 1橋、橋梁点検 63橋） 

    〇 社会資本整備総合交付金事業(町道神崎深堂ノ裾､北野線、町道浅野小畑線道路新設等) 

    ○ 緊急浚渫推進事業（御舟川等） 

    〇 中播消防署本署整備事業 

○ 小学校改修事業（設計） 

○ 中学校改修事業（第 4期工事及び工事監理等） 
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計

繰
出

金

２
．

 老
 人

 福
 祉

タ
ク

シ
ー

利
用

助
成

事
業

高
齢

者
等

の
交

通
手

段
が

な
い

方
に

対
し

、
タ

ク
シ

ー
利

用
助

成
券

を
交

付

高
齢

者
補

聴
器

購
入

助
成

事
業

聴
力

機
能

が
低

下
し

た
65

歳
以

上
の

高
齢

者
を

対
象

に
補

聴
器

購
入

費
用

を
助

成
 (

上
限

30
千

円
/人

)

後
期

高
齢

者
療

養
給

付
費

負
担

金
（町

負
担

分
）

介
護

保
険

事
業

特
別

会
計

繰
出

金

後
期

高
齢

者
医

療
特

別
会

計
繰

出
金

３
．

 児
 童

 福
 祉

【重
点

】
医

療
費

助
成

事
業

（乳
幼

児
・こ

ど
も

）
高

校
生

ま
で

医
療

費
完

全
無

料
化

を
継

続

障
害

児
福

祉
サ

ー
ビ

ス
給

付
事

業
児

童
発

達
支

援
、

放
課

後
等

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

事
業

な
ど

【拡
充

】
防

犯
灯

設
置

補
助

事
業

防
犯

灯
（L

E
D

）設
置

及
び

更
新

（L
E
D

か
ら

L
E
D

）の
補

助

こ
ど

も
園

運
営

事
業

町
立

2園
・支

援
セ

ン
タ

ー
1ヶ

所
・私

立
1園

の
運

営
費

及
び

私
立

1園
・委

託
2園

の
児

童
措

置
費

30
3

2
1,

00
0

21
,0

00
 

11
7,

28
3

46
,7

42

24
3,

47
1

16
7,

27
6

70
,5

41

3,
00

0
3,

00
0

 

90
0

90
0

 

主
　

　
な

　
　

事
　

　
業

予
　

算
　

額
財

　
　

　
源

　
　

　
内

　
　

　
訳

事
　

　
業

　
　

内
　

　
容

特
　

　
定

　
　

財
　

　
源

一
般

財
源

98
4

98
1

3

1
5,

58
2

2
8,

30
0

8,
00

0

26
,0

00

6,
30

3
6,

00
0

13
0,

40
0

1
28

,3
11

8,
85

4

6
5,

11
6

16
7,

27
6

25
2,

74
5

9,
27

4

30
0

30
0

 

1,
17

6
58

8
50

0
8
8

41
6,

89
3

3
12

,6
69

29
,5

00
74

,7
24

42
,0

97
23

,0
19

4
0,

94
1

7,
15

0
19

,0
00

14
,5

00
29

1

6,
00

0

2,
08

9

1,
58

2

2,
30

0

1,
08

0
1,

00
0

8
0

31
5,

08
4

57
,0

55
0

68
,7

85
18

9,
24

4

3
1,

70
5

22
,8

51

（
単

位
 ：
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乳
児

等
通

園
支

援
事

業
（こ

ど
も

誰
で

も
通

園
制

度
）

保
護

者
の

多
様

な
働

き
方

や
ラ

イ
フ

ス
タ

イ
ル

に
か

か
わ

ら
な

い
形

で
の

子
育

て
支

援
強

化

児
童

手
当

支
給

事
業

４
．

 衛
　

生
　

費

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他

１
．

 保
 健

 衛
 生

救
急

安
心

セ
ン

タ
ー

(＃
71

19
)事

業
県

の
救

急
安

心
セ

ン
タ

ー
(＃

71
19

)事
業

へ
の

参
画

感
染

症
事

業
感

染
症

予
防

の
た

め
の

各
種

予
防

接
種

の
実

施
等

が
ん

検
診

事
業

が
ん

の
早

期
発

見
、

早
期

治
療

の
た

め
の

検
診

の
実

施
等

健
康

増
進

事
業

健
康

の
保

持
・増

進
を

目
的

に
健

康
診

断
の

実
施

等

【新
規

】
ク

ー
リ

ン
グ

シ
ェ

ル
タ

ー
設

置
事

業
指

定
暑

熱
避

難
施

設
と

し
て

保
健

福
祉

セ
ン

タ
ー

、
役

場
、

文
化

セ
ン

タ
ー

を
指

定
し

、
休

憩
場

所
と

し
て

開
放

こ
ど

も
家

庭
セ

ン
タ

ー
運

営
事

業
母

子
に

対
す

る
保

健
指

導
、

健
康

検
査

の
実

施
、

妊
婦

・ 
産

婦
健

康
診

査
費

助
成

事
業

不
育

症
治

療
費

助
成

事
業

、
低

所
得

者
の

初
回

産
科

受
診

費
助

成
事

業
等

【新
規

】
市

川
子

育
て

応
援

事
業

【ひ
ま

り
ん

す
こ

や
か

応
援

便
】

新
生

児
の

ベ
ビ

ー
用

品
を

出
生

の
翌

月
か

ら
1歳

6ヶ
月

ま
で

無
料

で
配

送

【新
規

】
出

産
・健

診
交

通
費

助
成

事
業

自
宅

か
ら

最
寄

り
の

分
娩

取
扱

施
設

ま
で

、
長

距
離

移
動

を
要

す
る

検
診

、
出

産
等

に
か

か
る

交
通

費
の

一
部

を
助

成

【重
点

】
妊

婦
の

た
め

の
支

援
給

付
事

業
妊

娠
届

出
時

等
に

50
千

円
、

出
生

届
時

等
に

50
千

円
を

給
付

【新
規

】
ヤ

ン
グ

ケ
ア

ラ
ー

配
食

支
援

事
業

ヤ
ン

グ
ケ

ア
ラ

ー
の

家
事

負
担

を
軽

減
し

、
ケ

ア
が

必
要

な
家

族
へ

の
福

祉
サ

ー
ビ

ス
の

支
援

に
つ

な
げ

る
た

め
、

ヤ
ン

グ
ケ

ア
ラ

ー
と

そ
の

家
族

に
弁

当
の

配
食

支
援

を
実

施

【新
規

】
１

か
月

児
健

康
診

査
費

助
成

事
業

1か
月

検
診

に
か

か
る

費
用

の
一

部
を

助
成

２
．

 環
 境

 衛
 生

【重
点

】
中

播
北

部
行

政
事

務
組

合
負

担
金

市
川

斎
場

、
ク

リ
ー

ン
セ

ン
タ

ー
、

次
期

ご
み

処
理

施
設

整
備

事
業

等
う

ち
 次

期
ご

み
処

理
施

設
整

備
事

業
R
8年

度
分

63
1,

85
4千

円

【新
規

】
住

宅
用

太
陽

光
発

電
設

備
設

置
補

助
事

業
住

宅
用

太
陽

光
発

電
設

備
及

び
蓄

電
池

の
一

体
的

な
導

入
に

対
す

る
補

助

浄
化

槽
設

置
補

助
事

業
（
水

路
整

備
事

業
補

助
含

む
）

下
水

道
事

業
計

画
区

域
等

以
外

の
区

域
で

の
浄

化
槽

設
置

等
に

対
す

る
補

助

ご
み

処
理

事
業

上
瀬

加
最

終
処

分
場

、
ご

み
袋

代
等

中
播

衛
生

施
設

事
務

組
合

負
担

金
62

,1
34

40
4

26
8

13
6

 

7,
60

0
4,

13
0

2,
29

3
1
4,

02
3

6
2,

13
4

9,
10

9
15

,2
19

2
8,

90
4

57
6

4,
00

0

予
　

算
　

額

17
8,

58
3

1
59

,7
70

18
,8

13

主
　

　
な

　
　

事
　

　
業

財
　

　
　

源
　

　
　

内
　

　
　

訳
事

　
　

業
　

　
内

　
　

容
特

　
　

定
　

　
財

　
　

源
一

般
財

源

1,
71

3
1
3

42
1
1

3,
50

0
3,

50
0

44
,9

10

1,
16

1
16

,6
16

92
0

1
8,

69
7 46

 

18
0

90
9
0

26
2
6

92
9,

88
1

61
7,

90
0

5,
16

2
30

6,
81

9

1
2,

29
7

37
2

1,
68

2
10

,2
43

7,
32

2
3,

22
64
6

38
3

38
34

5

4
4,

91
0

98
4

3,
11

2

1,
70

0

31

2,
92

5
2,

92
5

（
単

位
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円

）

- 17 -



【重
点

】
下

水
道

事
業

会
計

補
助

金
農

業
集

落
排

水
、

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

プ
ラ

ン
ト
、

公
共

下
水

道
事

業

５
．

 農
　

林
　

水
　

産
　

業
　

費

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他

１
．

 農
 業

 振
 興

多
面

的
機

能
支

払
交

付
金

事
業

農
業

・農
村

の
有

す
る

多
面

的
機

能
の

維
持

・発
揮

を
図

る
た

め
の

地
域

の
共

同
活

動
に

係
る

支
援

県
営

事
業

負
担

金
屋

形
地

区
ほ

場
整

備
事

業
、

屋
形

頭
首

工
導

水
路

改
修

事
業

、
た

め
池

改
修

事
業

（室
谷

上
池

・下
池

）

中
心

経
営

体
農

地
集

積
促

進
補

助
事

業
ほ

場
整

備
（ハ

ー
ド

事
業

）と
一

体
と

な
っ

た
担

い
手

育
成

・確
保

及
び

利
用

集
積

支
援

施
策

（ソ
フ

ト
事

業
）

環
境

保
全

型
農

業
直

接
支

払
交

付
金

事
業

化
学

肥
料

、
農

薬
の

使
用

等
に

よ
る

環
境

負
荷

の
軽

減
に

配
慮

し
た

営
農

活
動

に
対

す
る

支
援

新
規

就
農

総
合

支
援

事
業

新
た

に
農

業
経

営
を

開
始

す
る

49
歳

以
下

の
方

に
対

し
、

就
農

準
備

段
階

や
経

営
開

始
時

の
早

期
の

経
営

確
立

を
支

援
す

る
資

金
を

給
付

【重
点

】
農

業
振

興
地

域
整

備
計

画
改

訂
事

業
令

和
7～

8年
度

の
2ヶ

年
で

農
業

振
興

地
域

整
備

計
画

の
見

直
し

を
実

施

集
落

営
農

活
性

化
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
促

進
事

業
集

落
営

農
の

活
性

化
に

向
け

た
取

組
に

対
す

る
支

援

中
山

間
地

域
等

直
接

支
払

交
付

金
事

業
農

業
生

産
条

件
の

不
利

な
中

山
間

地
域

等
に

お
い

て
農

用
地

を
維

持
管

理
し

て
い

く
た

め
の

協
定

を
締

結
し

、
農

業
生

産
活

動
を

行
う

集
落

に
支

援

地
域

お
こ

し
協

力
隊

活
動

事
業

有
機

農
業

等
の

推
進

員
2名

分
の

活
動

経
費

地
籍

調
査

事
業

リ
モ

ー
ト
セ

ン
シ

ン
グ

デ
ー

タ
を

活
用

し
た

地
籍

調
査

県
営

：下
瀬

加
、

上
瀬

加
山

林
部

　
　

団
体

営
：下

牛
尾

・上
牛

尾
山

林
部

【重
点

】
農

業
水

路
等

長
寿

命
化

・防
災

減
災

事
業

（特
定

た
め

池
廃

止
等

）
た

め
池

破
堤

等
に

よ
る

下
流

の
家

屋
等

な
ど

に
被

害
を

及
ぼ

す
お

そ
れ

の
あ

る
た

め
池

の
廃

止

【重
点

】
農

村
地

域
防

災
減

災
事

業
た

め
池

定
期

点
検

、
調

査
計

画
策

定

【重
点

】
水

利
施

設
等

保
全

高
度

化
事

業
か

ん
ざ

き
地

区
ほ

場
整

備
調

査
計

画
策

定

土
地

改
良

施
設

維
持

管
理

適
正

化
事

業
出

合
水

路
余

水
ゲ

ー
ト
整

備
工

事

【新
規

】
リ

フ
レ

ッ
シ

ュ
パ

ー
ク

市
川

駐
車

場
復

旧
事

業
第

6・
第

7駐
車

場
の

ほ
場

へ
の

復
旧

工
事

２
．

 林
 業

 振
 興

住
民

参
画

型
里

山
林

再
生

事
業

地
域

住
民

や
森

林
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
団

体
等

が
自

ら
行

う
森

林
整

備
活

動
に

対
し

て
支

援

鳥
獣

被
害

等
対

策
事

業
鳥

獣
被

害
防

止
総

合
支

援
事

業
（防

護
柵

設
置

等
）

鳥
獣

被
害

防
止

緊
急

捕
獲

等
対

策
事

業
等

27
4,

80
3

主
　

　
な

　
　

事
　

　
業

予
　

算
　

額
財

　
　

　
源

　
　

　
内

　
　

　
訳

事
　

　
業

　
　

内
　

　
容

特
　

　
定

　
　

財
　

　
源

一
般

財
源

2
4,

60
0

27
4,

80
3

15
,3

84 73
4

19
,0

65
5,

53
5

1
5,

71
0

9,
57

3
7,

18
6

2,
38

7

2,
67

3
2,

60
0

7
3

8,
90

3
8,

90
3

4
0,

03
0

40
,0

00
3
0

10
7,

27
3

94
,3

49
17

12
,9

07

14
,4

00
3,

60
0

3
0,

00
0

30
,0

00
 

9,
00

0
7,

11
0

1,
89

0

1
2,

00
0

2,
47

2
2,

47
2

1
8,

00
0

5,
21

3
5,

21
2

1

13
,6

00
2,

10
0

1
0

6
1,

70
2

46
,3

18

60
0

60
0

 

2,
95

4
2,

22
0

12
,0

00
  

1,
32

1
1
0,

85
7

9,
53

6

（
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位
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森
林

整
備

促
進

事
業

森
林

環
境

譲
与

税
を

活
用

し
た

森
林

整
備

事
業

【新
規

】
林

道
施

設
点

検
事

業
林

道
橋

の
点

検
業

務

ツ
キ

ノ
ワ

グ
マ

管
理

総
合

対
策

事
業

ク
マ

に
よ

る
被

害
防

止
に

向
け

た
対

策

６
．

 商
　

工
　

費

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他

１
．

 商
 工

【重
点

】
ま

ち
の

魅
力

発
信

事
業

・ふ
る

さ
と

市
川

応
援

事
業

（特
産

品
開

発
） 

・ひ
ま

わ
り

ス
マ

イ
ル

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
事

業
・移

動
式

情
報

発
信

拠
点

事
業

 ・
ゴ

ル
フ

P
R
イ

ベ
ン

ト
事

業

町
商

工
会

補
助

事
業

【新
規

】
地

域
お

こ
し

協
力

隊
活

動
事

業
移

動
式

情
報

発
信

推
進

の
た

め
2名

分
の

活
動

経
費

７
．

 土
　

木
　

費

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他

１
．

 道
 路

 橋
 梁

 整
 備

町
道

維
持

管
理

事
業

交
通

安
全

施
設

工
事

、
舗

装
修

繕
工

事
、

緊
急

修
繕

工
事

等

【重
点

】
道

路
・橋

梁
の

改
良

補
修

事
業

（人
件

費
除

く
）

加
茂

地
橋

修
繕

工
事

、
 町

単
道

路
改

良
事

業
社

会
資

本
整

備
総

合
交

付
金

事
業

（神
崎

深
堂

ノ
裾

、
北

野
線

他
1路

線
）

道
路

・橋
梁

整
備

事
業

負
担

金

２
．

 住
 宅

空
き

家
活

用
支

援
事

業
空

き
家

の
有

効
活

用
と

適
正

な
維

持
管

理
に

よ
る

空
き

家
の

解
消

を
促

進
す

る
た

め
、

空
き

家
に

居
住

し
よ

う
と

す
る

方
等

に
対

す
る

補
助

【拡
充

】
若

者
定

住
促

進
事

業
（住

宅
取

得
奨

励
金

支
給

事
業

）
住

宅
を

新
増

築
又

は
中

古
住

宅
を

購
入

し
居

住
す

る
若

者
世

帯
に

対
し

、
上

限
額

10
0万

円
を

助
成

世
帯

人
数

が
3人

以
上

の
場

合
、

1人
に

つ
き

10
万

円
の

加
算

空
き

家
片

付
け

支
援

事
業

空
き

家
を

有
効

に
活

用
し

、
移

住
定

住
の

促
進

に
よ

る
地

域
活

性
化

を
図

る
た

め
、

空
き

家
の

家
財

道
具

等
の

処
分

に
対

す
る

補
助

【拡
充

】
危

険
空

き
家

解
体

支
援

事
業

良
好

な
生

活
環

境
の

保
全

を
図

る
た

め
、

老
朽

危
険

空
き

家
の

除
去

に
対

す
る

補
助

老
朽

危
険

空
き

家
：1

00
万

円
　

旧
耐

震
基

準
の

空
き

家
：3

0万
円

３
．

 そ
 の

 他
 事

 業

住
宅

耐
震

化
補

助
事

業
住

宅
耐

震
改

修
計

画
策

定
補

助
・住

宅
耐

震
改

修
工

事
費

補
助

9,
50

9
9,

50
9

主
　

　
な

　
　

事
　

　
業

予
　

算
　

額
財

　
　

　
源

　
　

　
内

　
　

　
訳

事
　

　
業

　
　

内
　

　
容

特
　

　
定

　
　

財
　

　
源

一
般

財
源

1
8,

66
3

17
,9

00
76

3

事
　

　
業

　
　

内
　

　
容

特
　

　
定

　
　

財
　

　
源

一
般

財
源

主
　

　
な

　
　

事
　

　
業

 

1,
90

0
1,

90
0

50
0

50
0

9
4

1
4,

50
0

14
,5

00

1
8,

27
2

18
,2

72

35
4,

68
2

1
36

,5
85

20
5,

20
0

12
,8

97

9
5,

15
2

59
,0

00
14

,9
00

21
,2

52

 

1
5,

70
0

9,
00

0
4,

00
0

5,
00

0
 

10
,0

00
5,

70
0

 

1
5

1,
50

0
1,

03
5

45
0

予
　

算
　

額
財

　
　

　
源

　
　

　
内

　
　

　
訳

37
5

28
1

6,
00

0
3,

50
9

2,
49

1

（
単

位
 ：

 千
円

）

（
単

位
 ：

 千
円

）
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部
分

型
耐

震
化

補
助

事
業

簡
易

耐
震

改
修

、
耐

震
シ

ェ
ル

タ
ー

設
置

、
屋

根
軽

量
化

工
事

費
補

助

住
宅

建
替

工
事

補
助

事
業

耐
震

診
断

の
結

果
、

耐
震

性
が

低
い

と
診

断
さ

れ
た

住
宅

の
建

替
工

事
費

補
助

防
災

ベ
ッ

ド
等

設
置

助
成

事
業

住
宅

の
倒

壊
か

ら
命

を
守

る
た

め
、

防
災

ベ
ッ

ド
等

の
設

置
に

対
す

る
助

成

【新
規

】
緊

急
浚

渫
推

進
事

業
河

川
に

堆
積

し
た

土
砂

等
の

除
去

工
事

８
．

 消
　

防
　

費

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他

１
．

 防
 火

 防
 災

 対
 策

消
防

事
務

委
託

事
業

姫
路

市
消

防
局

へ
の

常
備

消
防

業
務

委
託

【重
点

】
消

防
署

建
設

事
業

負
担

金
中

播
消

防
署

本
署

建
設

工
事

負
担

金

非
常

備
消

防
活

動
事

業
消

防
団

活
動

経
費

準
中

型
免

許
等

取
得

助
成

事
業

ポ
ン

プ
車

を
運

転
す

る
た

め
の

準
中

型
免

許
の

取
得

、
A

T
限

定
解

除
に

係
る

費
用

を
助

成

【拡
充

】
消

防
施

設
等

整
備

事
業

消
防

施
設

等
の

整
備

に
対

し
補

助
R
8年

度
 新

入
団

員
活

動
服

購
入

補
助

創
設

９
．

 教
　

育
　

費

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他

１
．

 学
 校

 管
 理

 ・
 教

 育
 振

 興

【重
点

】
川

辺
小

学
校

改
修

事
業

改
修

基
本

構
想

、
排

水
設

備
工

事
設

計
業

務

【新
規

】
フ

リ
ー

ス
ク

ー
ル

等
利

用
支

援
事

業
フ

リ
ー

ス
ク

ー
ル

等
民

間
施

設
へ

通
う

児
童

生
徒

へ
の

支
援

 （
小

・中
＠

10
千

円
/月

）

【新
規

】
町

外
通

学
生

徒
給

食
費

補
助

事
業

町
外

の
中

学
に

通
う

生
徒

の
給

食
費

相
当

額
を

補
助

 （
中

＠
5,

40
0円

/月
）

体
操

服
購

入
費

助
成

事
業

小
・中

学
校

新
１

年
生

を
対

象
に

、
生

徒
１

人
当

た
り

10
千

円
を

助
成

学
童

保
育

事
業

【重
点

】
中

学
校

改
修

事
業

体
育

館
屋

根
、

外
壁

等
改

修

【拡
充

】
学

校
給

食
特

別
会

計
繰

出
金

【小
・中

学
校

学
校

給
食

費
無

償
化

】
う

ち
 小

学
校

給
食

無
償

化
　

21
，

27
5千

円
、

中
学

校
給

食
費

無
償

化
　

13
,8

72
千

円
　

　
  

材
料

費
物

価
高

騰
対

応
  

1,
60

8千
円

主
　

　
な

　
　

事
　

　
業

予
　

算
　

額
財

　
　

　
源

　
　

　
内

　
　

　
訳

事
　

　
業

　
　

内
　

　
容

特
　

　
定

　
　

財
　

　
源

一
般

財
源

16
0

15
0

1
0

29
7

29
7

1,
59

3
1,

50
0

9
3

7,
00

0
6,

30
0

70
0

 

72
0

36
0

36
0

4
7

3
9,

49
2

11
,7

14
27

,0
32

74
6

1,
28

0
1,

20
0

8
0

14
4,

91
1

21
,8

50
15

,3
00

10
7,

76
1

10
1,

50
0

24
,5

53
76

,9
00

3
7

17
3,

69
7

17
3,

69
7

予
　

算
　

額
財

　
　

　
源

　
　

　
内

　
　

　
訳

5,
00

0
 

事
　

　
業

　
　

内
　

　
容

特
　

　
定

　
　

財
　

　
源

一
般

財
源

主
　

　
な

　
　

事
　

　
業

5,
00

0

1,
50

0
79

5
70

0
5

1,
00

0
61

2
37

5
1
3

30
0

22
5

75
 

4
2,

14
5

11
,2

19
30

,9
26

30
7,

93
7

30
7,

90
0

（
単

位
 ：

 千
円

）

（
単

位
 ：

 千
円

）
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２
．

 社
 会

 教
 育

社
会

教
育

振
興

事
業

生
涯

学
習

講
座

の
開

設
、

二
十

歳
の

つ
ど

い
、

い
ち

か
わ

大
好

き
っ

こ
事

業
、

美
術

展
の

開
催

等

部
活

動
地

域
展

開
事

業
部

活
動

の
段

階
的

な
地

域
展

開
へ

の
取

組
み

人
権

教
育

振
興

事
業

人
権

啓
発

推
進

及
び

住
民

研
修

の
実

施
等

【縮
減

】
伝

統
文

化
継

承
助

成
事

業
地

域
の

伝
統

行
事

、
郷

土
芸

能
等

へ
の

支
援

 （
補

助
率

1/
2、

上
限

額
15

0千
円

）

３
．

 文
 化

 セ
 ン

 タ
 ー

文
化

セ
ン

タ
ー

自
主

事
業

名
人

寄
席

、
コ

ン
サ

ー
ト
、

人
形

劇
、

シ
ネ

マ
、

講
演

会
等

４
．

 図
 書

 館 図
書

等
購

入
事

業
(図

書
、

雑
誌

等
)

５
．

 保
 健

 体
 育

マ
ラ

ソ
ン

大
会

助
成

事
業

ス
ポ

ー
ツ

セ
ン

タ
ー

体
育

館
L
E
D

更
新

事
業

照
明

設
備

10
年

リ
ー

ス
（R

8年
度

は
8ヶ

月
分

）

3,
99

8
1,

50
6

2,
00

0
49

2

4,
95

8
4,

90
3

5
5

5,
43

8
41

6
5,

02
2

2,
70

0
2,

70
0

 

2,
80

5
22

1
70

0
1,

88
4

58
0

58
0

4,
74

2
3,

10
0

1,
64

2

3,
10

0
3,

10
0
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(千
円

）
（
人

）
（
％

）
(千

円
）

(千
円

）
（
人

）
（
％

）
(千

円
）

（
ｋ
ｌ）

（
円

）
(千

円
）

（
ｋ
ｌ）

（
円

）
(千

円
）

(千
円

）
(千

円
）

1,
18

5
33

,3
55

46
.0

5,
08

8
6,

27
3

41
,8

69
46

.0
0

2,
20

0
9,

84
8

2
1
,6

6
5

1
,6

0
0

1
,6

0
0

2
,5

6
0

1
9
,1

0
5

2
5
,3

7
8

神
河

町
1,

18
5

10
,0

56
13

.9
1,

53
7

2,
72

2
14

,3
97

15
.8

0
8,

70
0

9,
84

8
8
5
,6

7
5

8
,6

0
0

1
,6

0
0

1
3
,7

6
0

7
1
,9

1
5

7
4
,6

3
7

市
川

町
1
,1

8
5

1
0
,5

8
5

1
4
.6

1
,6

1
5

2
,8

0
0

1
5
,5

9
5

1
7
.1

0
7
,0

0
0

9
,8

4
8

6
8
,9

3
4

6
,0

0
0

1
,6

0
0

9
,6

0
0

5
9
,3

3
4

6
2
,1

3
4

福
崎

町
1,

18
5

18
,4

76
25

.5
2,

82
0

4,
00

5
19

,2
61

21
.1

0
3,

00
0

9,
84

8
2
9
,5

4
3

2
,2

0
0

1
,6

0
0

3
,5

2
0

2
6
,0

2
3

3
0
,0

2
8

合
  
計

4,
74

0
72

,4
72

10
0.

0
11

,0
60

15
,8

00
91

,1
22

10
0.

0
0

20
,9

00
9,

84
8

2
0
5
,8

1
7

1
8
,4

0
0

1
,6

0
0

2
9
,4

4
0

1
7
6
,3

7
7

1
9
2
,1

7
7

Ｇ
．

Ｅ
-
Ｆ

処
理

費

分
担

金

姫
路

市

平
成

4
年

1
2
 月

 末
人

  
  
口

 

人
　

口

比
　

率
　

　
Ｄ

．
　

事
業

費
　

分
担

金

　

投
　

　
　

入
　

　
　

料
浄

　
　

化
　

　
槽

　
　

汚
　

　
泥

　
　

投
　

　
入

　
　

料

令
和

7年
4月

1日
人

　
口

人
口

比
率

人
口

割
額

推
　

 定
投

入
量

単
価

　
Ｅ

．
　

処
理

費
　

推
　

 定
投

入
量

単
価

　
Ｆ

．
　

投
入

料
　 　

令
　

和
　

8
　

年
　

度
　

分
　

担
　

金
　

計
　

算
　

表

中
播

衛
生

施
設

事
務

組
合

　 　
　

　
分

担
金

　
　

 　
　

項
目

　
町

名

事
　

　
　

　
　

務
　

　
　

　
局

　
　

　
　

費
　

　
　

　
割

事
　

　
　

業
　

　
　

費
　

　
　

割
処

　
　

　
　

　
　

　
　

理
　

　
　

　
　

　
　

　
費

　
　

　
　

　
　

　
　

割

Ｈ
＝

Ｃ
＋

Ｄ
＋

Ｇ

分
担

金

合
計

額

　  Ａ
．

 均
等

割

 ３
０

％

 

B
．

人
口

割
　

　
　

　
7
0
％

C
＝

A
＋

B
事

務
局

費
分

 担
 金
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(千
円

）
(千

円
）

(千
円

）
(千

円
）

(千
円

）
（
人

）
（
％

）
(千

円
）

(千
円

）
(千

円
）

(千
円

）
(千

円
）

2
0
,9

8
5

7
9
,2

1
8

1
8
5
,9

5
0

4
,9

1
9

2
7
0
,0

8
7

1
1
,1

1
5

2
6
.6

5
9
9
,9

5
2

1
,2

0
1

9
5
3

6
0
2
,1

0
6

9
0
1
,0

2
4

市
 川

 町
2
1
,7

6
2

7
9
,2

1
8

1
8
3
,7

3
2

5
,1

8
1

2
6
8
,1

3
1

1
1
,6

7
1

2
7
.9

6
2
9
,2

7
2

0
2
,5

8
1

6
3
1
,8

5
3

9
2
9
,8

8
1

福
 崎

 町
―

―
―

―
―

1
8
,9

9
9

4
5
.5

1
,0

2
6
,2

3
3

2
,0

5
4

1
,6

2
9

1
,0

2
9
,9

1
6

1
,0

3
0
,7

8
7

合
　

　
計

4
2
,7

4
7

1
5
8
,4

3
6

3
6
9
,6

8
2

1
0
,1

0
0

5
3
8
,2

1
8
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　　　歳　　　出

                   性 質 別 構 成 比 グ ラ フ

人件費
1,490,344 

(18.1)

物件費
1,304,572 

(15.8)

維持補修費
31,493 

(0.4)

扶助費
804,325 

(9.8)
補助費等
1,558,526 

(18.9)

公債費
751,418 

(9.1)

積立金
161,988 

(2.0)

繰出金
435,282 

(5.3)

投資的経費
1,694,575 

(20.6)

予備費
3,000 
(0.0)

総 額

8,235,523

単位 千円

（ ）内 ％

職 員 給

715,285

（8.7）

会計年度任用職員給

377,545

（4.6）

報酬、その他

397,514

（4.8）
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本年度 前年度

町 税 1,198,958 1,204,774 14.6 ％ 15.1 ％ △ 0.5 ％

地 方 譲 与 税 79,571 80,394 1.0 1.0 △ 1.0

法 人 事 業 税 交 付 金 22,000 20,000 0.3 0.2 10.0

利 子 割 交 付 金 3,000 2,000 0.0 0.0 50.0

配 当 割 交 付 金 10,000 9,000 0.1 0.1 11.1

株式等譲渡所得割交付金 8,000 7,000 0.1 0.1 14.3

地 方 消 費 税 交 付 金 280,000 270,000 3.4 3.4 3.7

ゴルフ場利用税交付金 8,000 9,000 0.1 0.1 △ 11.1

環 境 性 能 割 交 付 金 0 17,000 0.0 0.2 △ 100.0

地 方 特 例 交 付 金 27,235 5,800 0.3 0.1 369.6

地 方 交 付 税 2,560,000 2,460,000 31.1 30.9 4.1

交通安全対策特別交付金 1,200 1,200 0.0 0.0 0.0

分 担 金 及 び 負 担 金 21,988 39,760 0.3 0.5 △ 44.7

使 用 料 及 び 手 数 料 24,166 25,627 0.3 0.3 △ 5.7

国 庫 支 出 金 812,857 636,425 9.9 8.0 27.7

県 支 出 金 628,463 537,778 7.6 6.7 16.9

財 産 収 入 13,682 6,481 0.2 0.1 111.1

寄 附 金 300,201 354,166 3.6 4.4 △ 15.2

繰 入 金 654,940 538,941 7.9 6.8 21.5

繰 越 金 30,001 30,001 0.4 0.4 0.0

諸 収 入 160,161 204,978 1.9 2.6 △ 21.9

町 債 1,391,100 1,513,200 16.9 19.0 △ 8.1

歳 入 合 計 8,235,523 7,973,525 100.0 100.0 3.3

前年度

普通会計歳入目的別内訳並びに比較表
（単位　千円）

科　　　　　目
予　　算　　額 構　　成　　比

対前年比
伸　　率

本年度
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　　　歳　　　入

                    目 的 別 構 成 比 グ ラ フ

町税
1,198,958

(14.6)

地方譲与税
79,571

(1.0)

法人事業税交付金
22,000

(0.3)

利子割交付金
3,000
(0.0)

配当割交付金
10,000

(0.1)

株式等譲渡所得割交付金
8,000
(0.1)

地方消費税交付金
280,000

(3.4)

ゴルフ場利用税交付金
8,000
(0.1)

地方特例交付金
27,235

(0.3)

地方交付税
2,560,000

(31.1)

交通安全対策特別交付金
1,200
(0.0)

分担金及び負担金
21,988

(0.3)

使用料及び手数料
24,166
(0.3)

国庫支出金
812,857

(9.9)

県支出金
628,463

(7.6)

財産収入
13,682

(0.2)

寄附金
300,201

(3.6)

繰入金
654,940

(7.9)

繰越金
30,001

(0.4)

諸収入
160,161

(1.9)

町債
1,391,100

(16.9)

総 額

8,235,523

単位 千円

（ ）内 ％
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本年度 前年度

議 会 費 85,242 84,703 1.0 ％ 1.1 ％ 0.6 ％

総 務 費 1,354,013 1,421,662 16.5 17.8 △ 4.8

民 生 費 1,946,294 1,903,658 23.6 23.9 2.2

衛 生 費 1,519,740 1,069,043 18.5 13.4 42.2

労 働 費 52 52 0.0 0.0 0.0

農 林 水 産 業 費 564,929 527,780 6.9 6.6 7.0

商 工 費 49,231 48,178 0.6 0.6 2.2

土 木 費 553,402 539,092 6.7 6.8 2.7

消 防 費 526,652 652,188 6.4 8.2 △ 19.2

教 育 費 881,548 1,088,564 10.7 13.6 △ 19.0

災 害 復 旧 費 2 2 0.0 0.0 0.0

公 債 費 751,418 635,603 9.1 8.0 18.2

予 備 費 3,000 3,000 0.0 0.0 0.0

歳 出 合 計 8,235,523 7,973,525 100.0 100.0 3.3

普通会計歳出目的別内訳並びに比較表

（単位　千円）

科　　　　　目

予　　算　　額 構　　成　　比
対前年比
伸　　率

本年度 前年度
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　　　歳　　　出

                   目 的 別 構 成 比 グ ラ フ

議会費
85,242

(1.0)

総務費
1,354,013

(16.5)

民生費
1,946,294

(23.6)

衛生費
1,519,740

(18.5)

労働費
52

(0.0)

農林水産業費
564,929

(6.9)
商工費
49,231

(0.6)

土木費
553,402

(6.7)

消防費
526,652

(6.4)

教育費
881,548

(10.7)

災害復旧費
2

(0.0)

公債費
751,418

(9.1)

予備費
3,000
(0.0)

総 額

8,235,523

単位 千円

（ ）内 ％
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学校給食特別会計予算概要説明 

 

児童、生徒の心身の健全な発達と望ましい食習慣の体得を願い、より経済的で安全安

心な給食材料を購入し、バランスのとれた栄養豊かな給食の提供に努めています。 

また、地域で取れる旬の野菜を生かしたメニューや季節の行事食、郷土料理のほか、

営農組合や認定農業者と連携し、地元で採れた食材を積極的に給食に取り入れ地産地消

を推進していきます。 

子育て世帯の負担軽減を図るための国の負担軽減策「給食費負担軽減交付金」の創設

により、小学校児童の給食費無償化を実施します。また、令和 7 年度から実施しており

ます中学校生徒の給食費無償化についても、令和 12年度末までの間、継続実施します。 

 

歳  入 

給食費負担金につきましては、教職員等の分として、１人当たり月額、小学校 5,200

円、中学校 5,400円の 8,175千円を計上しております。 

 

 

歳  出 

総務費につきましては、学校給食運営協議会にかかる委員報酬ならびに費用弁償、職

員の人件費、給食用の消耗品費、施設の光熱水費及び修繕費、各種検査手数料及び保険

料、施設管理委託料、厨房機器使用料を計上しております。 

給食内容につきましては、毎週５日実施し、米飯給食は４日、パン給食は１日で、炊

飯、パン製造は、業者に委託しております。 

事業費は、精米価格の上昇や物価高による原材料単価の増により、1,093 千円増の

45,505千円を計上しております。 
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国民健康保険特別会計予算概要説明 

 

国民健康保険制度は、県と町が一体となって制度運営を担っています。県が財政運営

の主体となることで、安定的な財政運営や効率的な事業の確保などが図られています。 

しかしながら、高齢化や医療技術の高度化、生活習慣病の増加など様々な要因により

医療費が増加すれば事業費納付金の増額へとつながり、被用者保険への加入条件が拡大

されたことや、後期高齢者医療への移行による被保険者数の減少による国民健康保険税

の減収が予想されるなど厳しい状況となっています。 

  また、令和８年度からは少子化・人口減少の進行が加速していることに伴い、社会全

体で子どもや子育て世帯を支える支援施策の拡充に充てるため、子ども・子育て支援金

制度が開始されます。 

  現在、県は相互扶助の観点から国民健康保険税率の県下完全統一に向けた指針を示し、

令和１２年度の完全統一へ調整が行われています。本町におきましても充分に注視しな

がら予算に反映していきます。 

 

歳  入 

１．国民健康保険税 

医療給付費に要する費用のうち、公費負担及び被保険者負担部分を控除した額、

後期高齢者支援金、介護納付金及び子ども・子育て支援納付金の公費負担部分を控

除した額の財源として、医療分、後期支援分、介護分、子ども・子育て支援分に割

り振り被保険者に案分して賦課しております。 

予算額及び前年度との比較は、次のとおりです。 

区 分 
予 算 額 

○Ａ  

前 年 度 

当初予算額○Ｂ  

前 年 度 

決算見込額○Ｃ  ○Ａ／○Ｂ  ○Ａ／○Ｃ  

医療分 

現年度分 
一般 

千円                    

127,451 
千円                    

  143,385 
千円 

133,563 0.889 0.954 

後期支援分 

現年度分 
一般 51,238 57,483 53,681 0.891 0.954 

介護分 

現年度分 
一般 16,209 18,372 17,306 0.882 0.937 

子ども・子育て支援分 

現年度分 
一般 6,178 ― ― 皆増 皆増 
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２．使用料及び手数料 

    督促手数料として 1千円を計上しております。 

３．県支出金 

ア、普通交付金 

保険給付費に要する額として 969,822千円を計上しております。 

イ、特別交付金 

保険者独自の事情により交付されるもので、保険者努力支援分 6,051 千円、特

別調整交付金分 16,439千円、県繰入金 67,148千円、特定健康診査等負担金 4,200

千円を計上しております。 

４．財産収入 

財政調整基金積立金利子として 1,009千円を計上しております。 

５．繰入金 

ア、一般会計繰入金  

・ 職員給与費等繰入金として職員の人件費と一般事務費等を併せて 33,062千円を

計上しております。 

・ 財政安定化支援事業繰入金は、一般会計の地方交付税に算入されるもので､

14,373千円を見込んでおります。 

・  未就学児均等割保険料繰入金は、未就学児に係る保険税軽減相当額として  

254千円を計上しております。 

・ 産前産後保険料繰入金は、産前産後期間に免除する保険税相当額として 3 千円

を計上しております。 

・ その他一般会計繰入金として 7,520千円を計上しております。 

イ、保険基盤安定繰入金 

前年度の決算見込額より推計し、保険税軽減分として 39,957千円、保険者支援

分として 22,114千円を計上しております。 

ウ、財政調整基金繰入金 

財政調整基金繰入金として 36,117千円を計上しております。 
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６．繰越金 

    前年度繰越金として 1千円を計上しております。 

７．諸収入 

延滞金、第三者納付金、返納金及び雑入で 1,202千円を計上しております。 

ア、第三者納付金は、交通事故等第三者の行為によって受けた傷害に対して、医療

給付を行った場合、法の規定により賠償金として徴収するものです。 

イ、返納金は、資格喪失後等の受診に伴う給付費の返還です。 

 

 

歳  出 

１．総務費 

総務管理費は、職員 3名分（給付 2名、税 1名）、会計年度任用職員 1名分の人件

費と一般事務費等で、47,816千円を計上しております。 

２．徴税費 

徴税に関する事務費で 1,092千円を計上しております。 

３．運営協議会費 

定期運営協議会 2回開催の費用で 108千円を計上しております。 

４．保険給付費 

ア、療養給付費等 

療養給付費、療養費、高額療養費は、国保会計の支出の大部分を占め、予算の

規模に大きな影響を与えるものです。 

町単独事業の結核医療付加金以外は県より見込まれた総額により振り分けてい

ます。 

予算額及び前年度との比較は、次のとおりです。 

 

 

 

 

- 35 -



療養給付費等予算額                                     （単位 千円） 

給 付 名 区 分 予算額○Ａ  
前年度 

当初予算額○Ｂ  
比較○Ａ－○Ｂ  

療養給付費 一般分 818,234 830,066 △11,832 

療 養 費 一般分 8,044 5,681 2,363 

高額療養費 一般分 137,250 120,522 16,728 

高額介護合算療養費 一般分 500 500 0 

   移 送 費 一般分 1 1 0 

結核医療付加金 － 12 12 0 

 

イ、その他の給付費 

出産育児一時金は、一人当たり 500千円で 4件、葬祭給付費は一人当たり 50千

円で 24件を計上しております。 

５．国民健康保険事業費納付金 

県に納める事業費納付金で、県から示される額に基づき、医療分、後期高齢者支

援分、介護納付金分、子ども・子育て支援分にそれぞれ区分し、384,994 千円を計

上しています。 

 ６．保健事業費 

ア、特定健康診査等事業費 

 特定健康診査、特定保健指導等に要する費用として 10,970千円を計上しており

ます。 

イ、保健事業費 

医療費適正化事業費として医療費通知の実施やレセプト点検に伴う費用等、ま

た人間ドックの助成金等として 4,192千円を計上しております。 

 ７．基金積立金 

財政調整基金の積立金で、本年度中の利子 1,009千円を計上しております。 

 ８．公債費 

    一時借入金利子として 100千円を計上しております。 
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 ９．諸支出金 

保険税過誤納付に対する還付金等として 2,201千円を計上しております。 

１０．予備費 

予備費として 1,000千円を計上しております。 
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介護保険事業特別会計予算概要説明 

 

 高齢者の単身世帯や高齢者のみ世帯の増加、要介護・要支援高齢者や認知症高齢者の増

加が見込まれる中、介護保険制度は、地域の高齢者が安心して生活できるよう必要な介護

サービスを提供し、住民の高齢期を支える重要な社会保障制度となっています。 

 市川町第９期介護保険事業計画・高齢者福祉計画（令和６年度から令和８年度）に基づ

き、高齢者が可能な限り、住み慣れた地域で安心して自立した日常生活が続けられるよう、

医療、介護、介護予防、住まい及び生活支援・福祉サービスが包括的に確保される地域包

括ケアシステムをさらに充実・推進するための事業に取り組みます。 

 

歳 入 

１．介護保険料 

第１号被保険者の現年度分保険料 306,121 千円、過年度分保険料 200 千円を計上し

ております。 

２．使用料及び手数料 

督促手数料として 1千円を計上しております。 

３．国庫支出金 

国庫負担金として介護給付費負担金現年度分 235,151 千円、過年度分 1 千円を

計上しております。 

国庫補助金として介護給付費調整交付金現年度分 62,972 千円、過年度分 1 千円、

総合事業調整交付金現年度分 2,511 千円、過年度分 1 千円、地域支援事業交付金（介

護予防・日常生活支援総合事業）現年度分 10,046 千円、過年度分 1 千円、地域支援

事業交付金（包括的支援事業外）現年度分 14,690 千円、過年度分 1 千円、保険者機

能強化推進交付金 1,155千円、保険者努力支援交付金 2,312千円を計上しております。 

４．県支出金  

県負担金として介護給付費負担金現年度分 198,056 千円、過年度分 1 千円を計上し

ております。 

県補助金として地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合事業）現年度分
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6,279千円、過年度分 1千円と地域支援事業交付金（包括的支援事業外）現年度分 7,345

千円、過年度分 1 千円、安全確保・離職防止対策事業補助金 5 千円を計上しておりま

す。 

５．支払基金交付金 

介護給付費交付金現年度分 359,895 千円、過年度分 1 千円と地域支援事業支援交付

金現年度分 13,562千円、過年度分 1千円を計上しております。 

６．繰入金 

一般会計繰入金として介護給付費繰入金 166,619 千円、低所得者介護保険料軽減繰

入金 12,368千円、職員給与費等繰入金 60,134千円、地域支援事業繰入金 13,624千円、

介護保険給付費準備基金繰入金 12,661千円を計上しております。 

７．財産収入 

利子及び配当金として介護給付費準備基金利子 1,323千円を計上しております。 

８．繰越金 

前年度繰越金として 1千円を計上しております。 

９．諸収入 

延滞金 1 千円と予防サービス計画作成料 11,953 千円、各種講座等受講料 267 千円、

その他雑入 1千円で 12,222千円を計上しております。 

 

歳 出 

１．総務費 

一般管理費は、職員 3 名分、会計年度任用職員（訪問調査員）2 名分の人件費、国

保連合会共同電算委託料、事務用機器使用料等で 40,093千円を計上しております。 

賦課徴収費は、消耗品費、通信運搬費等で 1,927千円を計上しております。 

認定調査費は、主治医意見書作成手数料、認定調査委託料等で 5,801 千円を計上し

ております。 

認定審査会共同設置負担金は、神崎郡要介護認定審査会共同設置負担金 8,850 千円

を計上しております。 

計画策定費は、事業計画策定業務委託料等で 3,471千円を計上しています。 
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２．保険給付費 

介護サービス給付費等諸費として各種サービス給付費等で 1,332,948 千円を計上

しております。 

３．保健福祉事業費 

   高齢者補聴器購入助成事業繰出金として 900 千円を計上しております。 

４．地域支援事業費 

介護予防・生活支援サービス等諸費は、要支援１・２及び事業対象者の方を対象に

介護予防サービス（訪問型サービス・通所型サービス）の提供、総合事業における介

護予防サービス利用者のケアプランを作成します。会計年度任用職員（介護支援専門

員、社会福祉士）2 名分の人件費、介護予防ケアマネジメントの委託費、生活支援サ

ービス費等で 50,172千円を計上しております。 

一般介護予防事業費は、６５歳以上の高齢者を対象に、介護予防の普及啓発、閉じ

こもり高齢者等の把握、住民主体の介護予防活動（通いの場）の支援、リハビリ専門

職の派遣等、積極的な介護予防事業を実施するための介護予防事業委託料や運動機能

訓練委託料、会計年度任用職員（保健師、看護師）2名分の人件費等で 12,318千円を

計上しております。 

包括的支援事業・任意事業費は、地域包括支援センターの主要な役割である高齢者

やその家族の生活上の様々な相談（総合相談）や成年後見制度等利用支援、高齢者虐

待の早期発見と対応、権利擁護のための支援、介護支援専門員の質の向上を図りネッ

トワークの構築を行うため、専門職（保健師、社会福祉士、介護支援専門員等）を配

置しています。職員 3 名分、会計年度任用職員 1 名分の人件費、委託料等で 38,203

千円を計上しております。 

５．財政安定化基金拠出金 

基金への拠出として 1千円を計上しております。 

６．基金積立金 

介護給付費準備基金積立金として 2,478千円を計上しております。 

７．公債費 

   一時借入金利子として 600千円を計上しております。 
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８．諸支出金 

保険料過誤納付に対する還付金等として 500 千円と、国・県補助金償還金 1 千円を

計上しております。 

９. 予備費 

   予備費として 1,000千円を計上しております。 
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後期高齢者医療特別会計予算概要説明 

 

後期高齢者医療制度は、広域的に事務処理を行うため、兵庫県内のすべての市町が加

入する兵庫県後期高齢者医療広域連合が保険者としての役割を担い、被保険者の認定や

保険料額の決定、医療給付などの制度運営を行っております。町は、各種届出の受付や

資格確認書の発行などの窓口業務と保険料の徴収を行っております。保険料徴収事務に

要する経費及び広域連合へ納付する納付金の予算を計上しております。 

 

歳  入 

１. 後期高齢者医療保険料 

後期高齢者医療保険料として特別徴収保険料現年度分で 147,359 千円、普通徴収

保険料現年度分で 56,372 千円、普通徴収保険料過年度分で 300 千円を計上しており

ます。 

２．使用料及び手数料 

    督促手数料として 1千円を計上しております。 

３．繰入金 

    一般会計繰入金として職員給与費等繰入金 8,985 千円、保険基盤安定繰入金

56,131千円を計上しております。 

 ４．繰越金 

    前年度繰越金として 1千円を計上しております。 

５．諸収入 

延滞金、保険料還付金及び雑入で 302千円を計上しております。 

  

歳  出 

 １．総務費 

    総務管理費は、会計年度任用職員 1 名分の人件費と、システム保守委託料等で

8,274千円を計上しております。 

徴収費は、消耗品費、通信運搬費で 713千円を計上しております。 
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２. 後期高齢者医療広域連合納付金 

    徴収した保険料、延滞金及び保険基盤安定負担金を広域連合に納付する額として

260,164千円を計上しております。 

３．諸支出金 

    保険料還付金として 300千円計上しております。 
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下水道事業会計予算概要説明 

 

本年度の下水道事業会計は、９処理区の施設維持管理を予定しております。公共下水道

事業においては、南部処理区の管渠面整備工事、舗装本復旧工事、水道施設移転補償、処

理場ストックマネジメント（防食・機械電気設備更新）工事、処理場耐震工事などを予定

しております。 

 

１． 業務の予定量 

（１）接続戸数は、農業集落排水事業が５処理区 460戸、コミュニティプラントが２処

理区 470 戸及び公共下水道事業が２処理区 1,053 戸で、９処理区合わせて 1,983 戸

を予定しております。 

（２）農業集落排水５施設、コミュニティプラント２施設及び公共下水道２施設の年間

総排水量は約 467,200㎥を予定しております。 

（３）1日平均排出量は、1,280㎥を予定しております。 

（４）主な建設改良事業は、管渠整備事業 254,843千円、処理場整備事業 166,000千円

を予定しております。 

 

２． 収益的収入及び支出（損益勘定） 

   収入 551,404千円、支出 603,245千円を予定しております。 

（１）収益的収入 

Ⅰ．営業収益 

① 使用料 

下水道使用料として、公共下水道事業 57,160 千円、農業集落排水事業 21,820

千円、コミュニティプラント 20,024千円、合計 99,004千円を計上しております。 

② 受託工事収益 

舗装本復旧工事に伴う水道局負担分として 26,000千円を計上しております。 

③ 物品販売収益 

物品販売収益として 1千円を計上しております。 

④ その他営業収益 

   責任技術者更新手数料 30千円、指定工事店更新手数料 40千円を計上しておりま

す。 
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Ⅱ．営業外収益 

① 補助金 

   一般会計からの補助金 233,214千円を計上しております。内訳は公共下水道事

業 127,906 千円、農業集落排水事業 88,039 千円、コミュニティプラント 17,269

千円となっております。 

② 加入分担金 

   加入分担金 361 千円を計上しております。内訳は農業集落排水事業 180 千円、

コミュニティプラント 181千円となっております。 

③ 長期前受金戻入 

   補助金等で取得した固定資産の減価償却に応じて、長期前受金戻入として

180,753千円の収益化を予定しています。ただし、現金収入は伴いません。 

④ 消費税還付金 

   消費税還付金 12,000千円を計上しております。 

⑤ その他営業外収益 

雑収益 1千円を計上しております。 

（２）収益的支出 

Ⅰ．営業費用 

① 管渠費 

   農業集落排水事業、コミュニティプラント及び公共下水道事業の供用部の汚水

管渠及びマンホールポンプの維持管理に要する費用として、35,390 千円を計上

しております。主なものは、ポンプ施設の維持管理委託料、修繕費及び舗装本復

旧に伴う工事請負費等です。 

② 処理場費 

   農業集落排水事業、コミュニティプラント及び公共下水道事業の全９処理施設

の維持管理に要する費用として、91,449 千円を計上しております。主なものは

処理施設の維持管理委託料、動力費、修繕費、備品消耗品費等です。 

③ 総係費 

職員 3名分の人件費及び一般管理費で 36,130千円を計上しております。なお、

引当金として賞与引当金繰入額 2,102千円、法定福利費引当金繰入額 425千円を

計上しております。 
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④ 減価償却費 

有形固定資産減価償却費 369,092千円を計上しております。 

Ⅱ．営業外費用 

① 支払利息及び企業債取扱諸費 

   企業債償還利子 69,101 千円及び一時借入金利息 1,083 千円を計上しておりま

す。 

Ⅲ．予備費 

① 予備費 

  予備費として 1,000千円を計上しております。 

 

収支差引額△51,841千円(税抜△60,299千円)が、当年度の赤字となります。 

 

３． 資本的収入及び支出（資本勘定） 

   収入 499,928千円、支出 656,519千円を予定しております。 

（１）資本的収入 

Ⅰ．企業債 

① 企業債 

   公共下水道事業における管渠施設整備等に係る公共下水道事業債 121,800 千

円及び過疎対策事業債 114,200 千円、農業集落排水事業債 50,100 千円で合計

286,100千円を計上しております。 

Ⅱ．補助金 

① 国庫補助金 

   下水道事業費補助金 171,429千円を計上しております。 

② 他会計補助金 

   一般会計からの補助金 41,589千円を計上しております。 

Ⅲ．負担金 

① 工事負担金 

     受益者負担金 810千円を計上しております。 

（２）資本的支出 

Ⅰ．建設改良費 

南部処理区の管渠面整備工事、舗装本復旧工事、水道施設移転補償、処理場スト
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ックマネジメント（防食・機械電気設備更新）工事、処理場耐震工事等にかかる費

用を計上しております。 

① 管渠整備費 

   職員２名分の人件費並びに面整備工事、舗装本復旧工事、施工監理、水道施設

移転補償等にかかる費用で 254,843千円を計上しております。 

② 処理場整備費 

   処理場ストックマネジメント（防食・機械電気設備更新）工事、処理場耐震工

事にかかる費用で 166,000千円を計上しております。 

Ⅱ．企業債償還金 

① 企業債償還金 

   企業債償還元金 235,676千円を計上しております。 
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水道事業会計予算概要説明 

 

本年度の水道事業会計は、下水道事業に伴う配水管布設替工事をはじめ、老朽水道管

の更新等を予定しております。 

予算における計数は､予算及び実施計画を消費税込みで、キャッシュフロー、損益計算書

及び貸借対照表を消費税抜きで作成しております。 

 

１．業務の予定量 

 （１）給水戸数は、4,900 戸を予定しております。 

 （２）年間総給水量は、1,081,920.立方メートルを予定しております。 

 （３）１日平均給水量は、2,964 立方メートルを予定しております。 

 （４）主な建設改良事業は、配水管布設工事費 319,523｡千円、 施設維持費 188,679

千円を予定しております。 

 

２．収益的収入及び支出（損益勘定） 

（１） 収益的収入 

給水収益は、町内の給水量を１戸当たり月平均 18.4立方メートルで見込み 

181,100｡千円を計上しております。これに、受託工事収益 2,000 千円、その他

営業収益 4,329 千円を加えた営業収益は 187,429 千円を計上しております。 

長期前受金戻入、預金利息、加入分担金等の営業外収益は 36,485｡千円を計

上しております。 

特別利益は、150,869 千円を計上しており、収入総額は 374,783 千円を計上

しております。 

（２） 収益的支出 

予算実施計画のとおり、職員人件費や各施設の維持管理費、漏水調査委託料、減

価償却費、企業債利息等、支出総額は 345,532 千円を計上しております。 

収支差引額 29,251 千円（税抜 23,658千円）が当年度の純利益となります。 
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３． 資本的収入及び支出（資本勘定） 

（１） 資本的収入 

・ 企業債は、配水管布設替事業等に伴い 215,300千円を計上しております。 

・ 工事負担金は、下水道事業工事負担金 54,600 千円を計上しております。 

（２） 資本的支出 

・ 配水管布設工事費は、主に下水道事業に伴う配水管布設替工事費として

319,523 千円を計上しております。 

   ・ 施設維持費は、主に上瀬加浄水場解体工事や配水池流量計設置工事等により 

188,679 千円を計上しております。 

     ・ 給水設備改良費は、量水器取替費として 6,000 千円を計上しております。 

・ 工事分担金は、下水道事業に伴う舗装本復旧工事分担金として 5,000千円 

を計上しております。 

   ・ 企業債償還金は、元金償還金で 80,916 千円を計上しております。 
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土地開発事業会計予算概要説明 

 

 市川町土地開発事業会計は、千原住宅用地（ひまわりコート千原）の販売及び土地

維持管理、住宅用地の開発に向けた測量設計を行います。 

 

１．業務の予定量 

  (１) 分譲地の販売及び維持管理 

(２) 住宅用地測量設計等 

(３) 公用車の買替え 

 

２．収益的収入及び支出 (損益勘定) 

(１) 収益的収入 

  営業収益として、土地売却収益 3,000千円、営業外収益として預金利息 525

千円、雑収益 62千円で、収入総額 3,587千円を予定しております。 

 (２) 収益的支出 

営業費用として、管理施設等の土地維持管理費 606千円、印刷費等の総係費

35 千円と、千原住宅用地１区画分の土地売却原価として 3,302 千円、資産減

耗費 1千円、雑支出 470千円を計上し、支出総額は 4,414千円を予定しており

ます。 

  収支差引額 △827千円（税抜△771千円）が、当年度の純損失となります。 

 

３．資本的収入及び支出 (資本勘定) 

（１）資本的収入 

    ありません。 

 （２）資本的支出 

    総係費 50千円、固定資産購入費 1,917千円、土地造成事業 2,500千円で支 

出総額 4,467千円を予定しております。 

    収支の資金不足額 4,467千円は、当年度損益勘定留保資金 3,302千円と繰越 
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利益剰余金処分額 1,165千円で補てんします。 

４．重要な資産の処分 

重要な資産の処分につきましては、販売を予定しております千原住宅用地

192.11㎡を計上しております。 
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